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公 正 な 分 配 と 効 率 的 な 移 転 形 態

横 彰

i 次
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現金移転か現物移転か 

併用移転形態の優位性 

最適な移転形態とほ 

M 論

I ' 序. . 論 . ’.

分配政策における主要な問題は次の2点に要約で！•.

よう。（1)公正な分配と‘は何か，（2)公正な分配を達成す 

るときにいかなる政策手段を用いるのが最も効率的で 

あるのか，である。

さらに第1 の問題は次の2つの要素からなる。その 

ひとつは，公正な分配の意味する分配とは何に関する 

分配なのかという問題である。所得の分配なのか，ま 

の分配なのか，あるいは特定財の消費水準の分配なの 

力、，それとも教育.就業機会や選挙権などの非経済的 

事象の分配なのか。もうひとつは,何の分配であれ公 

正な分配状態とは何かという問題である。この公正な 

分配状態に照らしはじめて,現美の分状態に対しど 

れはどの分配上の変化をもたらすべきかを決定できる 

のである。

こうして公正な分配とは何かという第1の間題は，

分配政策の対象（所得, 富, 消費水準など） 及びその分 

配上め変イ匕を決定する問題である。一言でいうならば，

これは分配政策の目懐を決定する問題に他ならないの 

である。 の分配政策の0 標は，社会が社会的意思決

* 本稿は昭和52年10月29日の第5回 Public Choice研究会での報告をもとに発展させたものである0 この発展は，加藤宽 

‘ホ111精司兩教授はじめPublic Choice 究会会員諸氏の有益な示唆に負うものであり，ここに感謝の意を喪します。 

また本誌棍栽をこあたり有? なコメシトを頂いた度名レプリ一にも感謝する。
注（1) Friedman、'.〔.l4〕，Garfhikel.ri6〕,'.Greieiib6rjj'.〔17.；) 参照。’, ....、 '

定を速じ何を公正な分配の対象とするのか，またいか 

なる分配状態を公正な分配状態として容認するのかに 

より左右されるのである。

第2の問題は分配政策の目標を最も効率的に行なう 

政策手段を見い出すことである。例えぱ,高所得者の 

厚生に比して低所得者の厚生を改善すべきであるとい 

う分配政策の目標が,ある公正な分配に関する基準に 

よって決定されたと仮定しよう。このとき分配政策は， 

低所得者の一定の厚生禾IJ得のもとで高所得者0 厚生 

失が最小であるように，あるいは高所傳吉の一定の厚 

生損失のもとで低所得者の厚生が最大に改言-されるよ 

うに計画されるべきセあろう。この問題は，間接税の 

超過貧担問題や現金移転か現物移転かといった移転の 

効率性に開する問題として譲論されてきた。こうした 

議論は，部分均衡の枠組で分析されている点にその限

界があると認識され，今日では一般均街分析へと展開
( 1 ) . . . .  -

されていろ。ところが部分均衡分析であれ一^般均衡分 

析であれ，第2の問題をめぐるこれまでの議論は，it  

接税か間接税か,現金移転か現物移転かといった二者 

択一的な議論で占められていた。と同時にこうした議 

論は,公正な分配とは何かという第1の問題とは別個 

.に論じられてきた。

本稿の目的は1 第2の問題のひとつである移転の効. 

率性にスポットをあて，二者択一的譲論をとらず公正 

な分配の問題と結びつけながら最適な移転形態を示唆 

することにある 

次節では，現金移転か現物移転かといっすここれまで 

の二者択一的議論について考察する。そこでは現金移 

転を主張する効用の独立性アプローチと現物移転を主
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張する効用の相互依存性アプロ チとが示される。ID 

節では，現金移転と現物移転とを併用した移転形態の 

優位性を示す。またIV節では,最適な移転形態を公正 

な分配の問題に結びつけて検討する。そしてV節の結 

論において，真の移転効率性分析とはどのようなもの 

かを明らかにする。

E 現金転移か現物移転か

移転形態には種々様々なものがあるが，一般に现金 

移転と現物移転とに大別されている。分折に先だち本 

稿で取り扱う各移転形態をまず定義しておこう。

①規金移転とは用途を何ら指定しない現金による— 

括移転をいう。ここで一括移転とは受银者が直面すろ 

交換価格を変化させない移転を意味する。

②]i 物移転とは上で定義した現金移転以外の移転形 

態と定義しよう。本稿では現物移転として一括現物移 

転，特定本価格捕助の2形態を考える。 、

②ー1一括現物移転とは現金以外の特定財を一定量 

だけ無償で補助するが，これを受領者が西売却するこ 

とを禁止する形熊をいう。 •

③ー2转定率価格助とは特定財の購入金額のある 

一定割合を補助する形爐をいう。この移転形態は，補 

助率が特定財の購入量に比例する比例率価格補助と補 

助率が特定財の購入量とは独立で常に一定である定率 

価格補助とに細別できる。

こうした定義のもとで，効率的移転形態に関するこ 

れまでの二者択一的譲論を检討してみよう。

(1) 規金移転の主張

移転の効率性に関する伝统的主張は，現金移転が最
( 3 )

も効率的な移転形態であるということであった。この 

主張は暗黙裡に次のような状举を初期状態としていた。 

それは，何らかの基準により社会構成員が政府の移転 

支出対象となる受領者とその対象とならない非受領者 

に区分され，ある一走額の実質支出額が移転支出とし 

てすでに政府によって調违されて，しかも最適資源配 

分が速成されている状態である。

こうした初期状態のもとで伝統的アプロ一 チは，一 

定額め実質支出額を現金移転，一括現物移転，特定率 

価格補助のいずれめ移転形態で行なうことがパレート 

最適基準に照らし効率的であるのかを考察した。この 

とき効用の独立性が想定されている。これはある個人 

の効用がその者の消費する財にのみ依存するというこ 

とである。このような錄用の独立性が想定されている 

とき，非受領者にとって同一の実質支出撤がどのよう 

な移転形態をとるかは無差別である。というのも彼の 

関心事はどれはどの実質支出額が移転支出としていか 

に調達されろかという問題であるが，それは初期状態 

ですでに解決されているからである。これに対し，受 

領者は同無の実質支出額がどのような#転形態でなさ 

れるかについて無差別ではがい。つまり，受値者の効 

用水準は同一実質支出額の移転形態ごとに異なるので 

ある。

そこでもし受徹者が最も選好する移転形態で移転が

なされるならぱ，亦受領者の効用を惡化させることな

しに受領者の効用が改善されるので，社会的摩生はバ

レート最適基準によって増大する。かくして効用の独

立性を想定する伝統的アプローチでは，任意の受領者

の各移転形態に対する逸好順序だけが問題となる。

( a ) 現金移転と一括現物移転との比較

いまある受領者j が自らの所得を全額ダ1 ,ズm の2

財の購入にあてるとしよう。移転前の2財の市場価格

比と所得は図1 の直線A パで与えられている。このと

き受領者ゾの消費者均衡点は予算線パガと無塞別曲線

h との接点五。である。 . ’

こ こ で 財で測った実質支出額がA C ,ズ„1財で測

った実質支出額が5Z)であるような現查移転がなされ

たとすると，予算線はパからCI?に平行移動しだ1が
新し、、消費者均衡点となる。次に現金移転の代りにこ

れと同額の実質支出額となる一括現物移転を考えよう》

いまズm財で一括现物移転がなされるとする、と， ズ》»

財が£?£>ないしj G 量だけ受顿者J に移酝される。この

とき彼の新しい予算線はGのとなり，ふたたびだ1が新 
(4)

しい消費者均衡点となる。したがってこの場合には， 

実質支出額が同額ならぱ現金移転も一拙現物移転も彼

注（2 ) 現物移転にはこの他に川途指定証票voucherの形態もある。有料証票とは，特定財に用途指定した評票を額面以下 

の価格で政府が発行し，この購入者は証票を額面通りに使用できるが，最低限額面額だけとの特定財を購入じなけれぱな 
らないという一の現物移転形態をいう。(Olsen〔21〕参照。）また無料BE票は用途指定の現金救転と同様一括現物 
移転と同値である。

< 3) Peacock & Berry〔23；) ,大熊〔29；) 参照。
(4) 財がだけ与 .えられるということは, この愈差別平面の原☆を0 から/?'に平行移動したととに等しい。したがゥ 

てGFが新しい縦軸とな0予算線はG£)となる。Musgrave & Musgrave〔19〕，大熊〔29〕を参照。

—  ̂ 82 (994) —  '
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(5)
の効用水準に及ぼす斜果は同じである。ところが，実 

質支出額がある限度以上になったときにはこのことは

成り立たないのである。例えぱズm財で測った樊質支 

出 額 が であるような現金移転と一揺現物移転を比 

較してみよう。現金移転の場合の新しい予算線はLM, 

一‘括現物移転の場舍のそれはとなる6 そして新. 

しい消費者特I衡点は現金移転のとき—括現物き 

転のとき丑4となり，現金移転の方がより高い効用水 

、準をもたらすので'ある。なせ♦ならぱ， i?3において無 

差別曲線h が予算線んMに接しているので上のい 

かなる点もメ3 よ.り商い無走別曲.線エにはなぐ，.■£̂4も. 

Z/M上にあるから，だ4を速るんがんよりも高い無差別 

曲線であるということはありえないからである。

そこでいま所得一消費線と乂点を通る水平線と 

の交点をぶ 2 とすると，ズm 財で測った資質支出額が 

A E ,以下のとき受領者_/にとって巧金移転と一括現 

物移転は無差別であるが， この実質支出額がA E :を 

越えるときには，彼は必ず現金移転を選好する。この 

選好関係はすべての受領者について成立するので,受

鎮者は現金移転を"^括現物移転よりも選好するか，ま 

たは両者tとついて無墓別で'ある。

(b) 現金移転と特定率価格捕助との比較 

との比較は直接税力、間接税かという伝統的な超過負 

担議論の裏返しである。00の場合と同様，ある受韻者 

；の当初の消費者均海点を図1の'•E。としよう。いま 

BH/O IIの率で財に対し特定率価格補助を行なう 

と，予算'線は/1i?からにシフトして新しV、均衡点 

は£ ^ となる。ことで特定率価格補助の代り同額の実 

賀支出額を現金移転する。現金移転では定義からして 

相対価格が不変、なので，新し、予算は/と平行で 

を通るGZ)となる。こ の と き 新 し A である。

で無差別{llj線が予算線CDに接しているのに対し 

^5を通る無差別曲繞ムはと交わっているので，必 

ず A よりA の方が高い無差別曲線である。かくして 

受領者j は現金移転を特定率価格補助よりも選好する。 

この選好関係はすべての受領者に成立する。

以上(a)と(b)の二通りの比较より得られた受鎮者の各 

移転形態に対する選好順序と非受領者がこうした移転 

形熊について無差別であることから，現金移転が最も 

効率的であるという伝統的主張がなされたのである。

(2) 現物移転の主張

効用の独立性を想定した伝統的ププロ一チは現金移 

転が最も効率的な移転であることを示した。とれに対 

し効用の相互依存性を想定した場合，現☆移転が必ず 

し も パ レ ー ト 最適基填に照らし効率的であるとはいえ 

ないといラ議論が最近なされている。これは現実の福 

祉制度を社会構成員間に効用の相互依存性が存在する 

ことで説明ようとするものである。つまりある個人 

の効用水準ないし特定財の消費水が他の個人に正の 

外部効果を及ほ’すと仮定するのである。ここでこうし 

た正の外部効果を受けている個人を潜在的移転者とい 

い，この外部効果をもたらす個人を着在的受領者と定 

義しておこうこのような効用相互依存性のもとで移

注（5) 華者の知《かぎり，この点を最に指摘してぃるのは大熊〔29〕である。
(6).. F riedm an〔14〕，7li fH〔26〕参照。. '

( ? ) 特定率価格補助のとき，当初所得はこの価格補助前の価格ぺクトルでE ,の消費べクトルをm入す;6費用から補助額を 

差引ぃたものと等しぃ。したがって現金移転で同額の袖助額を受領するならぱ,この受領後所得によって価格補助前の価 
格ベクトルでJS,の消費ぺクトルを赌入できるのである。

( 8 ) BuchananC 6 ), Daly & GiertzC 9 乂ゆ，Pauly t22〕参照<> また本稿ではふれないが，とうした効用相互依存性と 

は別に, 同様の主張が個人の効用開数の不確実性を前提としてなされてぃる。これにつぃてはFoldesDS；)を參照されたぃ◊ 

<9) 概して, 潜在的移転者が富者にあたり, 潜在的受領者が貧者にあたると考えれは* , 具体/めイメ一ジが得られるであろ 
ぅ, . .
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転を考察するときには，いかなる移転形態の厚生効果 

も潜在的受領者に及ぱす効果ぱかりか潜在的移転奢に 

及ぼす効果をも检討しなけれぱならなくなる。この外 

部性が効用水準の外部性なのか特定財の消費水準の外 

部性なのかにより，劲率的移転形態は異なる。もし効 

用水準の外部性のみが存在するなら，潜在的受領者が 

最も選好する現金移転をやはり潜在的移転者も最も選 

好するので, 伝統的な現金移feの主張が成立する。

ところが,’もし特定財の消費水墙が潜在的移転者に 

正の外部効果を与えているならば，すなわち潜在的移 

転者の関心が潜在的受領者の消費バタ一ンを変先るこ 

とにあるならぱ，伝統的な現金移転の主張は成立しな 

いのである。いま筒単化のため次のような効用関数を 

有する個人I ’ / の2人からなる社会を考えよう。

( 1 ) Xftii, X m j)

(2) U i  =  U ^ { x , j ,  X m j)

ここ卞個人i ,  メともすぺての財の自分自身の消費 

の限界効用は正，さらに個人i は個人j の 財 の 消  

費水準からも]£の限界効用を得ると想定しよう。

(3) U X h 0 , Ujch 0 , k ニ  1 , " I

(4) Ui„,j> 0

こ こ で uしi ぐが i d . x k iのようにが，i P に下添 

字が付いたものほ偏微分を示す。この(4)式は，上述の 

潜在的移何者及び潜在的受領者の定義より，個人i が 

潜在的移転者で個人y が潜在的受領者であることを意 

味する。, ‘

このときパレート最適の必要条件は， の制約付桓
GO

大の必要条件を求めれば得られる。

M a x .  X m i, X m j)

S u b . to  I  … ，.X m i)  ニ G j

I  ズ ニ  0 ; ズ A  ニ  + ズ jfcプ,

A k  = 1 , m  

なおFOCi, -Xm)は社会変形関数を示す。そじてパ 

レート最適条件は次のようになる。

(5) U L i . U U j  Ui’„ し
W .J u T ：rw ~ r~ F ^

ないし交換価格を示す。（4)式で想定したように 

> 0であるなら，個人i は個人ゾに対し 

ニひi«,パびi , < だけガ7«財の市場価格を引下げて取引 

することにより効用極大を達成できる。これは特定率 

価格補助によって(6)式が達成できることを意 

ところが，現金移転もー抵現物移転も移転前の交換比 

率を不変に保つような核転形態なので，これらの移転 

形熊では(6)式を達成できないのである。 .

いまに対する個人 / の限界評価曲線が図2 の 

ル/ { で示されるとしよう。M Cは財の限界費用 

ないし市場価格である。またび:rmは，M Cとズmプに 

対する個人j の眼界評価の差ん示す。つまり，

—P xm~ P* xm

であり，^Pxmは特定率倾格補助をポす。ズあは市場 

価格で個人ゾが当あ )購入している量で，これは 

0 1 で示した受領者ゾの移転前の当初購A 量と同じに 

とってある。因2 おいて， ャ°„1 メのところでM が〉 

M C  ( ニ P j m ) つ ま り ，U L f l U i り 〉 U i „ ; I U レ で あ  

る。このことは個人/ にとって，ズm財を1単位個人J 

に移転することによる便益の方がその損失より大きい 

ことを意味する。このとき個人/ はf/jU  ニび：U とな 

るまで個人j にも; I財の一括現物移転をま発的に行な 

うことで自らの効用を改善できる。この移転量はatン

この(5)式は次の(6)式に変形できる。

(6) Pxm~Ui„,jlUl I ,  ニ  UimjIlH ̂  i 三 P\m

ここ力 FxmミdFldXm, Fy；i~dFldXiX^, ■fWはズm

め服界費用ないし市場価格, P *^m ほズmの取引価格

注(10) 潜在め移転者，潜在的受i (者とも複数存在する場合の一般化は横m 〔30〕P . 132を参照されたい。

( n ) 以後極大[l(j超を薄えるとき，極大達成の2附条件に必要な15̂性に関する仮走はすぺで满たされているものとする◊

(1 2 )ただし，この特定率価格捕助は比侧率価格袖助である。らまり以下の（7 )式て*示すようにが:r«ニ/3a>/の[jg係式で 

決定される。
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公正な分配と効率的?̂ 《移転形態

Xtniで示される。xSu Xin;は使宜的に因1 の /?£>量と 

同じとしてある。そこでXあ つまり図1 のi?の量 

だけ財の一括現物移転がなされても，先に述べた 

ようtここの効果は同額の現金移転と同じで，受領者/‘ 

はも?,ゾズよ/ だけしから財の消費量を増大させない。 

第1回目の"^括m 物移転とその後の取引の結果であろ 

x^„jに お い て も な お (ニPき）なので，個 

人 / はさらにズよパぐ量の—括現物移転をほ発的に行 

なタ6 こうして何回かの一拙̂現物#転を実施してはじ 

めて'MEMニMC.(=Pj；„ i )が達せられるのである。と 

ころが.X m jが ’-Vあ-'を越えると， ME^ <M C (ニ 

Pxm)となる。このとき, . 個人, t にとって財を 1 -お 

位個人；に移ijgするこ'との使益よりその損央の方が大 

きいので, 彼は一̂括現物移転をなさなくなる。しかし 

依然として ME^> 0 であるのでパレート閲速外部性
( 13) ■

が存在する。これに対しの特定率価格補助の移 

転形態をとれぱパレート最適条仲(6)式が点どで満たさ 

れる《

ただし個人t'の選好が顕示されているもとで個人メ 

がパラメト！）ックに行動するなら，個人_/が真の選好 

顕示をすることははとんどなく，パレート最適は保証 

されないであろう。いまMぉ;’ ィ/ ^ ^ がー般に次のよ‘ 

うに示せるとしよう。 -

⑦ iW' £  ニー a Xjjij +. (Z , AP xm.—タ ̂ mjt

a, a, /S> 0

このとき個人；の余剰は因2 のさ角形ズ:リ かミの面 

制 a ^ f i/2 (a + J)^で、ある。 《, ^^が所与のとき彼は^： 

の余剰を最大にするように自らの選好顕示を調整でき 

る。この余剰を'/ ( /3 )で示すと，f  (めがきにぉ、て極 

大となるための必要十分条件は，/'(めニ 0 かつ f , ’ 

( ；̂)<  0 セある。/■/(/3) =  « :(0； — p )/2(び + j8)3 よ 

り 0 , .また. /■'グ（a )  ニー<z2/16a®< 0.O した

がって / C i ? ) は |8 ニ《 めとき極大でしかも最大と 

'なる。そこで個人メは，a, « が所与で./9.キ《のとき 

/5 ニ》となるように常に自らの選好を偽わるのである。

とうした事態は, 個人7 が個人*‘の選好顕ボのもと 

でバラメトリックに行動じた場合に生ずる。逆に個人 

ゾの選好顕斤ミがなされた後に個!人 i が価格補助の特定 

率を調盤するならぱ, （6)式は達成可能となる。

次に潜在的移転者が1人で潜在的受敏者が複数のヶ 

•T■スを考えよう。これに関する定式化は，中央政府か 

ら各地方政府へめ政府問後転の効率性を分析する上で 

有i t である。これまでの政府間移転なV/、し補助金の効 

率性に関する議論は全くパレ一 . ト最適の粋組で論じら 

れていないが，この問題は次のように定式化できる。

M a3t. U す,ニ U f  (^x、f.i -tniy.;ズ饥.1> ユ.》" )

Sub. = ズ7« ) ニ^̂ ®: s ニ 1, . . . , S

I ( ^ i »  ■**> 9  : ズ A; ニ .ズ A : / + X  ズも * , .

\ . k ニ1 ,ぃ‘，ni

ここでびグは中央政府の厚生関数，び®は第S地方躁廣 

の厚生関数で，-tfm財は特定（公共）財,は社会変 

形関数である。この制約付極大の必耍条仲は次式のよ 

うになる。 .

Fxm „ 1
(8) Tr •し Jfws

ドぶ. W 7f ' U l V F ,
s

' との(8)式は，中 夾 政 府 が ズ ..‘，s ) の外 

部効果の強さに応じ地方政府ごとに異なった比例率価 

格補助を提示することが，パレート最適も達成する上 

で必要となることを意味する。ただしまず地方政府に 

選好を顕示させることが前提条件となる。もしそうで 

なけれぱ，ほとんど常に地方政府が選好を偽るといぐ 

事態が生ずるからである。

反対にもし潜在的受領者が1人で潜在的移転者が複 

数存在するならぱ，A：mプ財は潜在的移転者グループに 

おいて公共財となる。このとき図2のMだいを,このグ 

ループの人々の限界評価の垂直和2 M五と読み取れぱ 

よい。ここでは公共財におけるフリーライダー問題が 

生じて2 M Eである線は下方シフトし，御えぱa'c' 

線のようになるので，このときの均衡点E'fでは(6)式 

.を満たすにくらぺXmjが過少とな'る。 .

以上の効用相互依存性に基づ <：効率的な移転の考察 

から，次の点が明らがとなった。

(ィ）効用水準の外部性のみが存在するときには，効 

用の独立性を想定した伝統的主張と同じく現余移転が- 

効率的である。

(ロ）特定財の消費水準の外部性が存在するときには, 

比例率力の舞•定率価格補助が効率的‘である。.とりわけ 

i t府間移転の効率性に関するこれまでの図解的譲論を

注(1 3 )パレート関連外部性とは，外部効来をもたらす活動をしている煮を悪化させることなしに外部効果を受けている者を改 

善するように，その活動水準を修正できる場合の外部性をいう。Buchanan & Stubblebine〔7 〕P. 374参照。
(14) Pauly〔22)参照。

(15) Musgrave & Musgrave〔19)'pp. 630-6, Tfhurow'CM〕.参照。
<16)このび/, j/*(s ニ1,…，5 ) はBefgkm.Samuelson型の社会的厚生関数として®!解すれぱよい。

'
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N  ニY — twJ^ で示' 

t は負の所得税率で 

こうした現行の負の

パレート最適の枠組で定式イ匕できる。

H だが，との特定率価格補助の移転形態では，ま 

さに公共財に関する戦略的行動が生ずる。

(ニ)したがって，特定率価格補助の營理費用は現金 

移転の場合より大きいと予想しうる。
. . .  , .

m 併用移転形態の優位性

前節で論じてきた効率的移転形態に閱するこれまで 

の主張は，現盛移転か現物移転かといった二者択的 

譲説であった。こうした;^者択的譲論は，現金移転 

と現物移転とを併用した移転形態を効率的移転がとる 

べき形態として何ら検討していなかったと批判されよ 

う。たとえ効用の独立性を想定したとしても，同一実 

質支出額の移転が現金移転だけの形態よりむしろ現金 

移転と現物移転の併用形態でなされるならぱ, 受領者‘

の厚生な悪化せずに改善される可能性がある。このこ 

とは消費税の超過負担に関する著名な論文Corlett &

Hague〔§ 〕と類似のモデルによって示せる。

このモデルでは次のような前提をおく。

①社会撥成員の効用は互いに独立である。

②社会構成員はすでに受領者と非受領者に区分され 

ている◊

③現実に負の所得税が実施されている。

④生産物市場, 要素市場とも完全鏡争市場である。

⑥受慎者の総所得は，資の所得税による現金受領額

と自らの賃金所得からなる。

⑥受領者は労働と余暇の選択を自由に行なえる。

⑦受領者は総所得をすべてズ1,^：2の2財に消?|̂し，

ズ:，んの2財と同様余瑕も効用をもたらす財と考え

る。 .

いまズ1 ,ズ!！の2財の市場価格を各 •々fV としよ 

ラ。そして任意の受領者の現行賞金率をM S労働時間

注（17).こうした管 理 についてはJirowning〔4〕を参照されたい。 ’

(18) とのモデルは，Friedman & Hausman〔15〕カ'、示したものであるカ； •̂ -デル設定も幾分不明確で数式的展旧1が全く 

示されす•に帰結'のみがなされているため力、効率的移転形態の議論においては無祝されていた。以下本節では，このFfied- 

man & Hausman.aS〕になづき論旨を股開する。ただし以下の前提の® , ②は第者が付け加えたものである。

(1 9 )金瑕の測定は旧難なので以下の分析ではズUズ：と労働時問//のタームで走式化する0 つまり常务や段として余职は労 
'働時|15]として取られていない時問と考■えるのである。Corlett & Hague〔8〕pp. 21-2參照。

( 2 0 ) ここで者えている一般的な;の所得税制iVニF - む<；//は，所得税と同様, 労働と金股との選択を役-礼させる。またこ 
うしたゴ̂1め所得说制のもとでは，受領者の雄所得（1 一t )wH+?における（1 一t が彼の突賞的な貨金率とも解せる0 

との意味で#Iの所得税は厳密にはII節で走翁した現金移艇態とはいえないかもしれない。だが一般に:(ミめ所得税は现金 
移転形態の典型として者えられ, 現物移転形態と対比さ.れている。（例えばDaly & Giertz〔9〕を参照。）そこで炎 

の所得税の現金移粒形態としての特色をぽ-き彫りにするため，財も，ズ，に■価格補助を港入するとき，：(ミの所得税額は 
その税率-ィを所与としt 最低保障額の調整を通じ減額されるとしよう◊

•—— 8 6  ( 9 9 8 ) ---------

をぜとすろ。また貧の所得税は♦

そう。 こ こ で F は最低保障額，

0 さ t < 1を満たす定数である。

所得税制のもとで，受領者は次©制付極大化行動を 

とっている。

Max. U (̂ん,' ズ2, H')

Sub. to ( 1 — / ')tvH-\- Y ニ/ * +  ズ2 

この制約^件の左辺は彼の賞金所得がと資の所得税 

m Y 一  tw Hの合計で総所得額を示す。この極大化の 

必要条件は次のようになる。

(9) t/xi — ^ * 1 = 0 ,びa；2— i? ?2ニ 0,

びが+ j ? ( l  — /.) W ニ 0,

( 1 —  ̂)wH+ F  — P ,らーP 2ヤ2ニ 0

この式の/?はラグラン ュ乗数で貨幣の限界効用を示

す。受領者は現行の負の所得税制のもとで《9)式を満た

す消費計画を立てている。

ここで '.ャ1, の 2 財あるいはいずれか 1 財の購入

量 1単位に微少の価格補助を新たに行なうと仮定しよ

う。しかもこれと同時に受領者が得る実質受領額が不

変であるように労働時間//をも考慮して食の所得税額 
( 2 0 ) .

iv も減じる。政府の側から見れば，このことは同一英 

質支出額の移転を現金移転だけの冗タ態から現金移転と 

現物移転との併用移転形態へ変更したということに他 

ならない。この変化はfiWニズ1</Pi +もr f iv すなわち 

⑩ dY —ttvdH=XidPi + X2dP2 

でまされる。このように価格と所得とが変化するとき 

には, 受領者の支出構成は变イヒするが新しい購入量, 

価格, 所得もやはり(9)式を満たすのである。そこで(9) 

式を全微分してゴがについて解くと，（̂1)式のようにな 

る。 •

a》 d ir
dll\ dH\

dP,+ W；\u：~ dPi\U = const • dPi+dPi \Uニconst 

dP,一dHjdY (-dY  + x,dP, + x^dP )̂

n i i



⑩式'よ.り 一d-\-YXidPy + XzdP  ̂— 

式は，次のよう1こ変形できる。

W  dH\

(/ び ニ 0 P び ニ const

公正な分配と劾率的な移転形態、 

twdHすS：ので, か(）
dU： X { X id P i  +  X 2 d p 2 "- '^ i^  • d P i ~ ~ ~

BH
d P , U ニconst

dP.

ここで'-
dH\

[-twdHldy

= のように純代替効3Pi|(7 ニ  const

来を弾力性形式で示すi ⑩/式は次のようになる6 

&9 dH f)Hi ‘ ゴ ア +り//2., dPijP^
H 1 一 twdHldY —

余暇が劣等財でないならぱdiildYく 0 , したがっ て 

式の分母は常にJEである。また価格補助とはdPひ 

dP2が負であることを意味するので，もしズi 財に对 

する価格補助が労働時間がを增大させるならぱTjin 

< 0 でなけれぱならない。このことはみ財について 

も同様に成り立つ。とこちで純代替効果の基本め他質 

より, すべての価格変化がある1財に20ま*す弾力性-5?? 

示の純代替効果の総計はゼロである。 ,

旧 力Hi + y}if2キカtiwニ.0

てのaさ式の i)Hw tネ賞金率が労働に及ぼす純代替効 

果を弾力性表示したものであ.る。必ずり//w> 0 なの 

で， 式より1?/,1+り//2<0でなけれぱならない。こ 

れは少なくともひとつの財が金暇と代替的あるいはサ 

働と補完的でなけれぱならないということである。し 

たがって労働を増大させるような何らかの細格補助が 

必ず存在することになる。

また微少の価格補助の導入が受領者の効用に及ぼす 

変 化 は 次 の よ う に な る ■

M . dU- iU^,dx,jdP, + U：c2dx,ldP, + U jidHIdP,] 

*dPy + lUxidXijdPz + Ux2dX2ldPi +

U jjdH ldP^dP  レ

. . . .ニ /? [ /V ；t：i,5/\ + i 2̂3 ズ z/が 1.一（1 - り

, 义[PidXi/dP2 + P2dX2!dP2 —

(1  一  t )w d H } d P M P z《(9〉式より》

ここでさらに(9)式の（1 — t )W；// + F  — A ズ1一Aiズ2ニ0 

を f ぃ で 微 分 す る と 次 式 を 得 る 。

&$ p,dxjdp,+p,dx,jdp,-x 1 - t )wdHidP^

ニ dYldi^i- も,

Pidxjdp^+p^dx,ldp^--{i 一 t )wdHidP2

コ -ズ 2

この0$武をĈ$式に代入すると(IUは次式(10のようビな 

る。

• d P , )

= —X (dY ~twdH — dY) 《(lO式より》-

ニ义 twdH

このa◎式は，微少の価格袖助の導入が受領者の労働時 

間变化を通じて彼の効用に変イ匕をもたらすことを意味

そこで労働と補完的な財{■こ価格袖助するならぱ⑩ま 

より必ずdH> 0で，しかも, ：V 0 5̂ざら式よりdU 

> 0 となる。ただしt = 0のときをキゴ//>  0であるが 

dUニ 0 となる。したがって労働と袖完的な財に価格 

補助を導入することによって受領者の効用が恶化する. 

ことはない。さらに通常考えられている負の所得税の 

ように/ =¥0ならぱ，とうした価格補助を併用するこ 

とで必ず受領者の効用は改善されるのである。

したがって，同一実質支出額の移転を全額:̂の所得 

税での現金移転形態で実施するよりむしろ,労働と神 

完的な財にがする特定率価格補助での現物移転と負の 

所得税での現金移転との併用形態で奠施するならば， 

受領者の厚生は改善;される6 この掃結はすべての受領 

者に成立し，しかも効用の独立性を想定しているので 

非受領者の厚生,は悪イ匕しない。そこでバレート最適基 

準によ現金移転と現物移艇の併用形態が最も効率的 

といえるのである。

¥ 最適な移転形態とは

現樊に目をむけると，現☆移転形態と種々の現物移 

転形態とがミックスした形で移転プログラムが実施さ 

れている。このような実態はいかに形成されてきたの 

であろうか。前節のモデルで示したような説明だけで 

は,なぜ現金移転と現物移転の併用形態が現実にとら 

れているのかを把握しぎれないであろう。

そとで公正な分®の第1要素すなわち,社会が社会 

的意思決定を通じて何を公正な分配の対象とするのか 

という考寒が必要となる。公正な分配の対象は，所得 

なのか，まなのか，特定財の消費水準なのか，あるい 

は教育機会ゃ還举権といった亦経済的事象‘なのか。効 

用の独立性に基づく伝統的アプロ一 チでは暗黙拽に厚 

生ないし効fflを公正な分®の対象としていた。しかし

注(21 ) .Corlett & Hague〔8〕はズ!；ズをク,リヶジト観娥i 食品で,-またih'ffl〔27〕は各々 を带楽会と食だ•で例示し，相 

対的に愈,はが労働と袖完的な財であるとする。さらに, 労働と補完めな財め"^例として住宅がきえられよう。
( 2 2 ) ととでは所得とは何かという非常に困難な[|!侧にはみれないで' , r|iに货附所得のみを所得としておとう。
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「三田学会雑誌j  7 1巻 6 号 '（19 78年I 2月）

■ I 
义*■、プ-

公IEな分配の第2要素である公正なサ闻热棒を効用タ 

一X やは測きできなr'、3>。なせならば，社会構成貫の効 

用水準は共通尺度で測定することほできないし，効用 ' 

め個人間比較が不可能だ??̂、らである0 て^がって効用 

を公正な分配の対象としながらも，所得を効fflの代理 

变数として所得タームで公正な分配状態を把握し,分 

配政ま目德を設定せざるをえないのである。このよう 

な政策目標の設定!^体，同一水準の所得を有する異な 

る個人が同水準の効JBを有していると想定しない限 

り自己矛盾に略いる。しかも効用ないし厚生水準を， 

社会が社会的着;思決定を通じて公正な分配の对象とし 

て容認すると考えることは現実的でないといえよう。 

すなわち社会のある構成員が，自らの効用水準に比し 

他の構成員のそれが低いであろう，あるいは高いであ 

ろうと感じるのは》所得•まないし特定財の消費水準 

といったある共通尺度で測定できるま象について，自 

らと他者を比較するからに他なちない。そこで,各構 

成員はこうした共迪尺度で測定できる事象を社会的意 

思决定を通じ公正な分配の対象として表明する，と想 

定した方が現実的なのである。このことは効用よりむ 

しち举純に所得が公正な分配の对条となりうることを 

示唆している。 ‘

だが,公正な分配の対象となる事象は所得だけに限 

定されるわけではない。富や特定財の消費水準も公正 

な分配の対象であるかもしれない。さらには，市場で 

評価されないが経済生活に重要な,響を及ぽしている 

教育. 就業の機会や選挙権:̂ぶどのような非経済的ま:象 

もまた社会的意思決定を通じて公正な分配の対象とな 

るであろう。

今日では，はとんどの民主主義国家において選举権 

は，年齢制服があるにせよ，1人1票といった完全平 

等の形で公正な分配状態が実現されている。との選拳 

権の公正な分配状態自体，すなわち1人1票の投票プ 

ロセス自体が， 憲的段階constitutional stageにお 

ける何らかの社会的意思決定を通じ達成されたもので 

あろう。しかしここでは，こうした投票プロセスを所 

与とする民主主義社会で公正な分配を考察しよう。そ 

して Downs〔12〕流の政府• 政党を考える。つまり政 

府とは，すべての社会構成貫に自らの決定を強制でき 

る機関で,定期的に行なわれる普通選拳を通じて複数 

の政党のなかから選出された政党をいう。また政党と 

は政権をこして社会を統治しようと望む人々の集団.

をいう。政党の機能は，政権を手にしたときあらゆる 

政府政策を設定し実施することにある。そして各政党 

は得^ 最大化を目ざし，あらゆる政まをこの目的の手 

段と考えるのである。

こうした図式のもとでは，分配政策の目標を政府が 

いかに決定するのかといった公正な分配に闕する問題 

は明白となる。現在政権を手にしている政党つまり政 

府は，得票タームでの限界便益と限界損失とを均衡さ 

せるように分配政策を設定するのである。そこで政府 

は，ある分配政策を設定•実施することでどれはど得 

票の得失が見込まれるかを予想して，分配政策の目標 

を決定する。しかもとの決定に際して，政府は多数派 

の見解を擇用しなければならないのである0 そうでな 

ければ，野党が多数派の見解を反映するような分配政 

策を公約に掲げ，これを争点として選拳に臨み:，政権 

を奪取しようとするからである力、<：して,.政府は多 

数派の晃解を反映した分配政策を設定し実施すること 

になる。

この図式が現実世界に妥当するならぱ，政府が実'際 

に行なっている分配政策は，多数派の公正な分配に対 

't•'ろ見解を反映しているといえよう。先に述べたよう 

に，現実の移転プログラムは現金移転と現物族転とを 

併用した形態で実施されてL、る。しかも移転の形I Iを 

直接はとっていないが，相続税や教育機会均等ある、、 

は新しい権利*義務の創設などによる分配政策が现ま 

に夷施されていることも事実である。こめことは,多 

数派が所得，富，特定財の消費水準や教育機会などの 

きト:経済的事象をすべて公正な分配の対象と考えている 

ことを意味する。 . ,

所得はともかくとして,いかなる富またいかなる財 

の消費水準やどんな非経済的事象が公正な分配の対象 

となるめかも多数派が決定権を有する。しかしこのこ 

とは効卒的移転形態が何かという考察でゆ何ら間題と 

ならない。ただ何らかの富なり特定財の消費水準なり 

非経済的I?象が，.所得とともに公正な分配の対象とな 

っていることこそ重要なのである。また各対象の公正 

な分配状態がいかなる状態かといダ問題も，ここでの 

考察において重要ではない。これはAtkinson〔 2〕 

に続く一速の不平等度に関する研究が分配問題に课し 

た貢献を何ら否定するものではない。ただ効率的移転 

形態を考察するうえでまず必耍なととは，公正な分配 

状態が何かではなぐ，公正な分配の対象が何かを考察

注(2 3 )効用TiJ測性のもとでの公正な分配状態に関する考察はBlackorby & Donaldson〔 3〕を参照されたい。 

(2 4 )川又〔28〕を参照されたい。
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する、ことなのである。しかも公正なタ配の対象は， 

Downs〔I2〕流の因式のもとでは，所得，富，特定財 

の消費水準，非経済的事象のぺクトルであ(を。このよ 

うに公正な分配の対象がぺクトルであるとき，現金移 

転なり現物移転なりの単一移転形態で移転プログラム 

を実施することはできないのである。

このとき得票最大化を目ざす政府に,i ふ4：あるいは 

多数服にとっヤ最適な•転形態は，現金移転と現物移 

転 （権利移転をも含めた) との併用形態となる。こ.の最 

適な移転形態は決してパレート最適の意味での最適で 

はありえないのである。これは分配政策の考祭におい 

てバレート最適基準がはとんど☆(じ0に近いといらこと' 

でもある。だからといって移転の効率性分析が意味の 

ないことだとはならない。つまり，現実に社会的意思 

決定を通じて実施されている併用移転形態の基盤の上. 

で移転の効率を検討しヤはじめて，移転の効傘性分 

析が意味あろものとなるのである。

V 結 論

公正な分配とは何かという問題を経済学の粋組で考 

察することは，困難であるぱかりか, 越姐の罪とな$ 

かもしれない。だがこの間題は，分配政策の目標を設 

定する問題に他ならない。そしてこうした政策目標が 

経済学の枠組の外から与えられてはじめて,政策手段 

の効率性が間われるのである。公正な分配の概念は， 

公正な分配の対象と公正な分配状態の2つの要素から 

なる。効率的移転形態を考察するとき公正な分配の对 

象が極めて重要となる。ところが，何が公正な分配の 

対象なのかという問題を明示することなしに，移転の 

効率性の謙論がこれまでなされてきたのであった。現 

金鼓転か現物移転かといった二者択一的な2つのアプ 

ロ一チは，そもそも公正な分配の対象が異なっていた 

のである。効用の独立性に基づく伝統的アプロ一チは 

効用を，効用相互依存性アプローチは主として特定財 

の消費水準を公正な分配の対象としていたと解せる。

そこでなされた主張は単に公正な分配の対象が何であ 

るかを示したにすぎないのである。また，現金移転と 

現物移転との併用形態を示唆したCorlett & Hague 

と顿似のモデルでも，公正な分配の対象を明示しなか

ったが，そこでは所得と余暇とが暗黙裡に公正な分配 

の対象となっていたのである。

現実世界にDowns流の政治プロセスが妥当するな 

らぱ, 公IEな分配の対象は所得，富，特走財の消水 

準，非経済的事象のベクトルで示せる。このときを 

ilkないし政府にとって最適な移転形態は，現金移鞍と 

現物移鞍との併用形態となる。そしてこの併；n形態の 

基盤の上ではじめて移転の効率性が間われるのである。 

つまり現金移転を行なうとき公的拔助と資の所得税の 

、ずれが効率的なのか，また現物移転を行なうときも 

各対象ごとに種々の方法のうちどの力式で'現物移転を 

ま施するのが効率的なのかといったように，同~"形態 

内での移転ガ式について効率比較することが必要とな 

る。これこそ真の移転効率性分析なのである。当然こ 

の効率性比較において管理費用をも考慮しなければな 

らないが，これには実,証分析が必要となる。

本稿では移転政策にのみ焦点をあててきたが，より 

広、、観点からすれば,社会が望むある分配目標をいが 

なる政策手段をいかに用いて効率的に達成するかとい 

う大きな問題が依然として残されているのである。最 

後に，これまでのような現金移転か現物移転かといっ 

た二者択一*的議論は何も生みだしはしないという点を 

錄返し強調しておこう。
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